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報告第８号 

 

訴えの提起に係る専決処分の報告について 

 

 建物明渡等請求事件に係る訴えの提起について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第１８０条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同条第２項の規定により

報告する。 

 

平成２９年９月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

＜専決処分そのⅠ＞ 

１ 専決処分の日    平成２９年５月１２日 

２ 事 件 名    大阪地方裁判所平成２９年（ワ）第５９６２号 

            建物明渡等請求事件 

３ 訴えの相手方    ・・・・・・・・・ 

            ・・・・・・・・・ 

４ 訴訟物の価格    金３，４４４，５１８円 

５ 請 求 の 趣 旨    (1) 建物を明け渡せ。 

(2) １，６６９，２６０円及び平成２９年３月８日から平成 

２９年３月３１日まで月額１８８，５００円の割合による金

員並びに平成２９年４月１日から本件建物明渡済に至るまで

月額１８５，７００円の割合による金員を支払え。 

（3）駐車場を明け渡せ。 

（4）３０，０００円及び平成２８年４月１日から本件駐車場明  

渡済に至るまで月額６，０００円の割合による金員を支払

え。 

(5) 訴訟費用は、被告の負担とする。 

６ 訴 え の 理 由    長期にわたり市営住宅家賃等を漫然と滞納したため。 
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＜専決処分そのⅡ＞ 

１ 専決処分の日    平成２９年５月１２日 

２ 事 件 名    枚方簡易裁判所平成２９年（ハ）第５６２号 

            建物明渡等請求事件 

３ 訴えの相手方    ・・・・・・・・・ 

            ・・・・・・・・・ 

４ 訴訟物の価格    金５５２，１４６円 

５ 請 求 の 趣 旨    (1) 建物を明け渡せ。 

(2) １３６，１００円及び平成２９年３月８日から平成２９年

３月３１日まで月額４７，４００円の割合による金員並びに

平成２９年４月１日から本件建物明渡済に至るまで月額 

４７，０００円の割合による金員を支払え。 

(3) 訴訟費用は、被告の負担とする。 

６ 訴 え の 理 由    長期にわたり市営住宅家賃を漫然と滞納したため。 

 

＜専決処分そのⅢ＞ 

１ 専決処分の日    平成２９年５月１２日 

２ 事 件 名    枚方簡易裁判所平成２９年（ハ）第５６３号 

            建物明渡等請求事件 

３ 訴えの相手方    ・・・・・・・・・ 

            ・・・・・・・・・ 

４ 訴訟物の価格    金７４２，６１７円 

５ 請 求 の 趣 旨    (1) 建物を明け渡せ。 

(2) ２７０，７９０円及び平成２９年２月１２日から平成２９

年３月３１日まで月額１０６，９００円の割合による金員並

びに平成２９年４月１日から本件建物明渡済に至るまで月額 

１０５，３００円の割合による金員を支払え。 

(3) 訴訟費用は、被告の負担とする。 

６ 訴 え の 理 由    長期にわたり市営住宅家賃を漫然と滞納したため。 

  



- 3 - 
 

報告第９号 

 

   平成２８年度大東市水道事業会計資金不足比率について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項 

の規定により、平成２８年度決算における資金不足比率を監査委員の審査に付し、別冊の 

とおりその意見をつけて議会に報告する。 

 

平成２９年９月１日提出 

                                                                            

                                         大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条に基づく水道事業会計における資金 

不足比率について 

 

資金不足比率（％） 備  考 

－ 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令（平成 

１９年政令第３９７号）第１７条第１号の規定により事 

業の規模を算定 

 ※資金不足額がないため（－）と表している。 
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報告第１０号 

 

   平成２８年度大東市下水道事業会計資金不足比率について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項 

の規定により、平成２８年度決算における資金不足比率を監査委員の審査に付し、別冊の 

とおりその意見をつけて議会に報告する。 

 

平成２９年９月１日提出 

                                                                            

                                         大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条に基づく下水道事業会計における資 

金不足比率について 

 

資金不足比率（％） 備  考 

－ 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令（平成 

１９年政令第３９７号）第１７条第１号の規定により事 

業の規模を算定 

 ※資金不足額がないため（－）と表している。 
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議案第６０号 

 

大東市教育委員会委員の任命について 

 

大東市教育委員会委員 太田 忠雄氏の任期が、平成２９年１０月７日満了するにつき、

同氏を再度任命いたしたく、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律

第１６２号）第４条第２項の規定により、議会の同意を求める。 

 

平成２９年９月１日提出 

 

                      大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

住  所    ・・・・・・・・・・・ 

氏  名    太 田  忠 雄 

生年月日    ・・・・・・・・・・・ 

 

 

 

 

公  職  歴 

    平成１７年４月 ～ 平成２１年３月   大東市立深野北小学校長  

平成２１年４月 ～ 平成２５年３月   大東市立氷野小学校長 

  平成２８年９月 ～ 現在        大東市教育委員会委員 
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議案第６１号 

 

   平成２８年度大東市水道事業利益剰余金処分について 

 

 平成２８年度大東市水道事業利益剰余金を次のとおり処分する。 

 

   平成２９年９月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一  

 

 

 

 

１ 当年度未処分利益剰余金               756,687,976 円 

２ 利益剰余金処分額 

 (1) 資本金               △427,190,793 円 

(2) 減債積立金       △30,000,000 円 

 (3) 建設改良積立金       △150,000,000 円      △607,190,793 円 

３ 翌年度繰越利益剰余金                     149,497,183 円 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定により、議会の議

決を経る必要があるため。 
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議案第６２号 

 

大東市立野崎駅南自転車駐車場、大東市立野崎駅西自転車駐車場および大東 

市立四条畷駅西自転車駐車場の指定管理者の指定について 

 

大東市立野崎駅南自転車駐車場、大東市立野崎駅西自転車駐車場および大東市立四条畷

駅西自転車駐車場の指定管理者として次の者を指定いたしたく、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

   平成２９年９月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

１ 公の施設の名称     大東市立野崎駅南自転車駐車場 

              大東市立野崎駅西自転車駐車場 

              大東市立四条畷駅西自転車駐車場           

２ 指 定 管 理 者     大東市南新田一丁目３番１３号 

              有限会社 サード・パーティ・ロジテック 

３ 指 定 の 期 間     平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日まで 
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議案第６３号 

 

   大東市立総合文化センターの指定管理者の指定について 

 

大東市立総合文化センターの指定管理者として次の者を指定いたしたく、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

平成２９年９月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

１ 公の施設の名称     大東市立総合文化センター 

２ 指 定 管 理 者     大阪市北区東天満二丁目７番１２号 

              株式会社 アステム 

３ 指 定 の 期 間     平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで 
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議案第６４号 

 

大東市立歴史とスポーツふれあいセンターおよび大東市立堂山古墳群史跡広 

場の指定管理者の指定について 

 

大東市立歴史とスポーツふれあいセンターおよび大東市立堂山古墳群史跡広場の指定管

理者として次の者を指定いたしたく、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

平成２９年９月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

１ 公の施設の名称     大東市立歴史とスポーツふれあいセンター 

              大東市立堂山古墳群史跡広場 

２ 指 定 管 理 者     大阪市北区東天満二丁目７番１２号 

              株式会社 アステム 

３ 指 定 の 期 間     平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで 
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議案第６５号 

 

大東市立中央図書館、大東市立西部図書館、大東市立東部図書館および大東 

市立生涯学習ルーム「まなび南郷」の指定管理者の指定について 

 

大東市立中央図書館、大東市立西部図書館、大東市立東部図書館および大東市立生涯学

習ルーム「まなび南郷」の指定管理者として次の者を指定いたしたく、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 

 

平成２９年９月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

１ 公の施設の名称     大東市立中央図書館 

              大東市立西部図書館 

              大東市立東部図書館 

              大東市立生涯学習ルーム「まなび南郷」 

２ 指 定 管 理 者     東京都文京区大塚三丁目１番１号 

              株式会社 図書館流通センター 

３ 指 定 の 期 間     平成３０年４月１日から平成３５年３月３１日まで 
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議案第６７号 

 

   大東市基金条例の全部改正について 

 

 大東市基金条例を次のとおり制定する。 

 

   平成２９年９月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 大東市公民連携基金および大東市ふるさと振興基金を設置すること等に伴い、所要の改

正を行うため。 
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   大東市基金条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第   号   

 

 大東市基金条例（平成２年条例第８号）の全部を改正する。 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４１条第１項および第

８項の規定に基づき、基金の設置等について必要な事項を定めることを目的とする。 

 （設置） 

第２条 特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立てるための基金として設置する

基金の名称および設置の目的は、次のとおりとする。 

基金の名称 設置の目的 

大東市財政調整基金 年度間の財源の調整を図ることにより財政の健全

な運営に資するため資金を積み立てること。 

大東市交通災害共済基金 交通災害共済事業の健全な運営に資するため資金

を積み立てること。 

大東市火災共済基金 火災共済事業の健全な運営に資するため資金を積

み立てること。 

大東市福祉基金 社会福祉事業の充実に要する経費に充てるため資

金を積み立てること。 

大東市職員退職手当基金 職員の退職手当の支払に要する経費に充てるため

資金を積み立てること。 

大東市公共施設等整備保全基金 公共施設等の整備および保全事業に要する経費に

充てるため資金を積み立てること。 

大東市緑化基金 都市緑化の推進および緑の保全のための事業に要

する経費に充てるため資金を積み立てること。 

大東市減債基金 市債の償還財源を確保することにより財政の健全
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な運営に資するため資金を積み立てること。 

大東市災害対策基金 災害の対策に要する経費に充てるため資金を積み

立てること。 

大東市市営住宅整備基金 市営住宅の整備事業に要する経費に充てるため資

金を積み立てること。 

大東市庁舎整備基金 庁舎の建設および大規模な改修工事等に要する経

費に充てるため資金を積み立てること。 

大東市スポーツ振興基金 スポーツ振興事業に要する経費に充てるため資金

を積み立てること。 

大東市介護給付費準備基金 介護保険の中期財政運営期間中における保険給付

の円滑な実施に資するため資金を積み立てること。 

大東市教育文化基金 国語力育成等、教育および文化の向上に要する経費

に充てるため資金を積み立てること。 

大東市子ども基金 子どもの福祉事業の充実に要する経費に充てるた

め資金を積み立てること。 

大東市安全で安心なまちづくり

基金 

安全で安心なまちづくりの推進に要する経費に充

てるため資金を積み立てること。 

大東市魅力づくり基金 魅力あるまちづくりの推進に要する経費に充てる

ため資金を積み立てること。 

大東市学校施設整備基金 学校施設の整備に要する経費に充てるため資金を

積み立てること。 

大東市産業振興基金 産業の振興に要する経費に充てるため資金を積み

立てること。 

大東市公民連携基金 公民連携事業の充実等に充てるため当該事業によ

り生み出される収益を積み立てること。 

大東市ふるさと振興基金 寄附者が指定した事業に活用するためふるさと納

税としての寄附金を積み立てること。 

２ 特定の目的のために定額の資金を運用するための基金として設置する基金の名称およ

び設置の目的は、次のとおりとする。 
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基金の名称 設置の目的 

大東市物品調達基金    物品の買入れを効率的に行うため資金を運用するこ

と。 

大東市生活福祉資金貸付基金 生活福祉資金貸付事業の健全な運営に資するため資

金を運用すること。 

大東市奨学貸付基金 奨学貸付事業の健全な運営に資するため資金を運用

すること。 

大東市土地開発基金 公共もしくは公共用に供する土地または公共の利益

のために取得する必要のある土地をあらかじめ取得

するため、およびこれらの土地を取得するのに要する

資金を貸し付けるため資金を運用すること。 

３ 前項に規定する基金の額は、規則で定める。 

（積立て） 

第３条 基金（前条第２項に規定する基金（大東市土地開発基金を除く。）を除く。）と

して積み立てる額は、歳入歳出予算で定める。 

（処分） 

第４条 基金（第２条第２項に規定する基金（大東市土地開発基金を除く。）を除く。）

は、第２条に規定する設置の目的を達成するための事業等に充てる場合に限り、これを

処分することができる。 

 （管理） 

第５条 基金（第２条第２項に規定する基金（大東市土地開発基金を除く。）を除く。）

に属する現金は、確実な金融機関への預金、確実かつ有利な有価証券の買入れその他の

最も確実かつ有利な方法により運用しなければならない。 

 （繰替運用） 

第６条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間および利

率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

 （運用収益の処理） 

第７条 基金（第２条第２項に規定する基金（大東市土地開発基金を除く。）を除く。）

の運用から生ずる収益は、歳入歳出予算に計上して、それぞれ当該収益の生じた基金に

積み立てるものとする。 
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 （委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

 

付 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第６８号 

 

   大東市市税条例等の一部を改正する条例について 

 

 大東市市税条例等の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成２９年９月１日提出 

 

                   大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部を改正する法律（平成２９年法律第２号）が、

平成２９年４月１日付けで施行されたことに伴い、急を要する部分は専決処分を行ったが、

同日以降に係る施行分について、関係規定の一部改正を行う必要等があるため。 
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   大東市市税条例等の一部を改正する条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第     号   

 

（大東市市税条例の一部改正） 

第１条 大東市市税条例（平成３年条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

 

 付則第５条第１項中「控除対象配偶者」を「同一生計配偶者」に改める。 

 付則第１０条の２中第１８項を第１９項とし、第１７項の次に次の１項を加える。 

１８ 法附則第１５条第４５項に規定する市の条例で定める割合は、３分の２とする。 

付則第２０条の３の次に次の１条を加える。 

（法附則第１５条第４５項の都市計画税に係る条例で定める割合） 

第２０条の４ 法附則第１５条第４５項に規定する市の条例で定める割合は、３分の２

とする。 

 

 （大東市市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 大東市市税条例等の一部を改正する条例（平成２６年条例第２１号）の一部を次

のように改正する。 

 

  付則第５条中「軽自動車税」の次に「の種別割」を加え、「新条例第８２条および新条

例」を「大東市市税条例第８２条および」に改め、「左欄に掲げる」の次に「同条例の」

を加え、同条の表を次のように改める。 

第８２条第２号ア(ｲ) ３，９００円 ３，１００円 

第８２条第２号ア(ｳ)（Ⅰ） ６，９００円 ５，５００円 

１０，８００円 ７，２００円 

第８２条第２号ア(ｳ)（Ⅱ） ３，８００円 ３，０００円 

５，０００円 ４，０００円 

付則第１６条第１項 第８２条 大東市市税条例等の一部を改

正する条例（平成２６年条例第
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２１号。以下この条において

「平成２６年改正条例」とい

う。）付則第５条の規定により

読み替えて適用される第８２

条 

付則第１６条第１項の表第

２号ア(ｲ)の項 

第２号ア(ｲ) 平成２６年改正条例付則第５

条の規定により読み替えて適

用される第８２条第２号ア(ｲ) 

３，９００円 ３，１００円 

付則第１６条第１項の表第

２号ア(ｳ)（Ⅰ）の項 

第２号ア(ｳ)(Ⅰ) 平成２６年改正条例付則第５

条の規定により読み替えて適

用される第８２条第２号ア(ｳ)

（Ⅰ） 

６，９００円 ５，５００円 

１０，８００円 ７，２００円 

付則第１６条第１項の表第

２号ア(ｳ)（Ⅱ）の項 

第２号ア(ｳ)(Ⅱ) 平成２６年改正条例付則第５

条の規定により読み替えて適

用される第８２条第２号ア(ｳ)

（Ⅱ） 

３，８００円 ３，０００円 

５，０００円 ４，０００円 

 

付 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。 

 (1) 第１条中大東市市税条例付則第５条第１項の改正規定および次条の規定 平成３１ 

年１月１日 

(2) 第２条の規定 平成３１年１０月１日 

 （市民税に関する経過措置） 
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第２条 この条例による改正後の大東市市税条例（以下「新条例」という。）の規定中個人

の市民税に関する部分は、平成３１年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、

平成３０年度分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 新条例の規定中固定資産税に関する部分は、平成３０年度以後の年度分の固定資

産税について適用し、平成２９年度分までの固定資産税については、なお従前の例によ

る。 

（都市計画税に関する経過措置） 

第４条 新条例の規定中都市計画税に関する部分は、平成３０年度以後の年度分の都市計

画税について適用し、平成２９年度分までの都市計画税については、なお従前の例によ

る。 

  

 

  



- 20 - 
 

議案第６９号 

   

大東市身体障害者および知的障害者の医療費の助成に関する条例等の一部を 

改正する等の条例について 

 

大東市身体障害者および知的障害者の医療費の助成に関する条例等の一部を改正する等

の条例を次のとおり制定する。 

 

平成２９年９月１日提出 

 

                    大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                理      由 

 

大阪府の福祉医療助成制度が再構築されることに鑑み、所要の改正を行うため。 
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大東市身体障害者および知的障害者の医療費の助成に関する条例等の一部を 

改正する等の条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第   号   

 

（大東市身体障害者および知的障害者の医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第１条 大東市身体障害者および知的障害者の医療費の助成に関する条例（昭和４８年条

例第４４号）の一部を次のように改正する。 

  

題名を次のように改める。 

  大東市重度障害者の医療費の助成に関する条例 

第１条中「身体障害者および知的障害者」を「重度障害者」に、「もつて」を「もって」

に改める。 

 第２条第１項中「あつて」を「あって」に改め、「社会保険各法」という。）」の次に「も

しくは高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）」を加え、「もの」

を「者」に改め、同項中第３号を第５号とし、第２号の次に次の２号を加える。 

(3) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４５

条に規定する精神障害者保健福祉手帳を所持する者のうち、その障害の程度が精神

保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政令第１５５号）第６条

第３項の表において１級に該当する者 

 (4) 難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５０号）第７条第４

項に規定する医療受給者証の所持者または特定疾患治療研究事業実施要綱に基づき

都道府県知事が交付する受給者証の所持者のうち、その障害の程度が国民年金法施

行令（昭和３４年政令第１８４号）第４条の６の別表において１級の第９号に該当

する者（その障害の程度が同程度以上と認められる者を含む。）または特別児童扶

養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４号）第２条第１項に規定す

る障害児のうち、その障害の程度が特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令

（昭和５０年政令第２０７号）第１条第３項の別表第３において１級の第９号に該

当する者 
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第２条第２項第１号中「保護を受けている者」を「被保護者」に改め、同項第３号中

「または社会保険各法」を「、社会保険各法または高齢者の医療の確保に関する法律」

に、「あつた」を「あった」に改め、「）または社会保険各法」の次に「もしくは高齢

者の医療の確保に関する法律」を加え、「被保険者（日雇特例被保険者を含む。以下同

じ。）もしくは組合員（被保険者もしくは組合員」を「被保険者、組合員もしくは加入

者（被保険者、組合員もしくは加入者」に改め、同項第４号を次のように改める。 

(4) 廃止前の大東市老人医療費の助成に関する条例（昭和４６年条例第３５号）によ

り医療証の交付を受けている者 

第２条第２項に次の１号を加える。 

(5) 大東市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例（昭和５５年条例第１５号）ま

たは大東市子どもの医療費の助成に関する条例（平成５年条例第１５号）により医

療証の交付を受けている者 

第２条に次の１項を加える。 

３ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第

１２３号）第５条第１１項に規定する障害者支援施設または児童福祉法（昭和２２年

法律第１６４号）第７条第１項に規定する児童福祉施設（障害児入所施設に限る。）へ

の入所をしたことにより、当該施設の所在する場所に住所を変更したと認められる対

象者（国民健康保険法または高齢者の医療の確保に関する法律における対象者（国民

健康保険組合に加入している対象者は除く。）に限る。）であって、当該施設に入所を

した際他の市町村（当該施設が所在する市町村以外の市町村をいう。）の区域内に住所

を有していたと認められるものは、第１項の規定にかかわらず、当該他の市町村の対

象者とする。 

第２条の２第１項中「前年」の次に「の所得」を加え、「の間」を削り、「受けること

になる者にあつては、前々年）の所得」を「受けようとする者にあっては、前々年の所

得。以下同じ。）」に、「規則に」を「規則で」に改め、同条第２項中「被害者」を「被災

者」に、「まで、前項の」を「までは、その損害を受けた年の前年の所得における当該被

災者の所得に関しては、同項の」に改め、同条第４項中「規定される」を「計算される」

に、「もの」を「者」に改める。 

第３条第１項中「国民健康保険法または社会保険各法」を「、国民健康保険法、社会

保険各法または高齢者の医療の確保に関する法律」に、「特別療養費（指定訪問看護事業
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者から指定訪問看護を受けたときを除く。）および家族療養費」を「訪問看護療養費、特

別療養費、家族療養費または家族訪問看護療養費、大東市子どもの医療費の助成に関す

る条例第２条第１号に該当する対象年齢の子どもの食事療養（以下「子どもの食事療養」

という。）」に、「食事の提供たる療養」を「食事療養（子どもの食事療養を除く。）も

しくは生活療養に係る給付または精神病床への入院」に改め、同条第２項第１号中「負

傷について、」の次に「他の法令の規定により」を加え、「療養に関する給付が行われる」

を「医療に関する給付を受けることができる」に改め、同項第２号中「支払つた」を「支

払った」に、「もつて」を「もって」に改め、同項に次の２号を加える。 

(3) 対象者が、助成を受けて取得した薬剤等を助成の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸し付け、または担保に供したとき。 

(4) その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。 

  第３条に次の１項を加える。 

 ３ 医療費の助成は、助成額に相当する金額を市長が第１項の規定による助成を取り扱

う健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６３条第３項第１号に規定する保険医療

機関もしくは保険薬局または同法第８８条第１項に規定する指定訪問看護事業者（以

下「医療機関」という。）に支払うことによって行う。ただし、次条の申請のあった日

から医療証の交付のあった日の前日までの間に療養を受けたとき、療養費、特別療養

費または市長が特別の理由があると認めるときは、対象者に支払うことにより医療費

の助成を行うことができる。 

  第４条および第５条を次のように改める。 

（医療証の申請） 

第４条 この条例の適用を受けようとする者は、規則の定めるところにより、市長に申

請しなければならない。 

 ２ 市長は、前項の申請があったときは、その資格を審査し、医療費の助成を受けるこ

とができる者であることを確認したときは、規則で定める医療証を交付する。  

 （助成の適用） 

第５条 第３条の規定による医療費の助成は、前条第１項の規定による申請があった日

から適用する。 

 ２ 前条第１項による申請が月の途中である場合には、前項の規定に関わらず、その適

用を当該月の初日に遡及することができる。ただし、当該月において、身体障害者手
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帳を交付される者にあっては身体障害者手帳の交付日、知的障害の程度を判定された

者にあっては療育手帳または判定書の判定日、精神障害者保健福祉手帳を交付される

者にあっては精神障害者保健福祉手帳の交付日、または特定医療費（指定難病）受給

者証もしくは特定疾患医療受給者証を交付される者にあっては特定医療費（指定難病）

受給者証もしくは特定疾患医療受給者証に記載される有効期間の開始日を超えて遡及

することはできない。 

  第６条を削る。 

第７条中「受けた者が、市長と契約を締結した病院、診療所または薬局（以下「契約

医療機関」という。）において療養」を「受けている者（以下「受給者」という。）が、

大阪府内に所在地を有する医療機関において第３条第１項の規定の適用」に改め、「と

きは、」の次に「当該医療機関に」を加え、同条を第６条とする。 

  第８条を削る。 

第９条中「対象者」を「受給者」に改め、「、その価額の限度において」を削り、同

条を第７条とする。 

  第１０条第１項中「医療証の交付を受けた者」を「受給者」に、「あつた」を「あっ

た」に改め、同条第２項中「医療証の交付を受けた者」を「受給者」に改め、同条を第

８条とする。 

  第１１条を第９条とする。 

  第１３条を第１４条とする。 

第１２条中「手段により」の次に「医療費の」を加え、同条を第１０条とし、同条の

次に次の３条を加える。 

（事実の調査） 

第１１条 市長は、資格の審査のため必要があるときは、この条例の適用を受けようと

する者に対し、出頭を求め、質問をし、または文書の提示もしくは必要な事項の報告

を求めることができる。 

（報告等） 

第１２条 市長は、助成にあたり必要があると認めるときは、受給者に対し、必要な事

項の報告、文書その他の物件の提出もしくは提示を命じ、またはこれらの事項に関し

受給者その他の関係者に質問し、もしくは診断書の提出を求めることができる。 

（助成の制限） 
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第１３条 市長は、受給者が、正当な理由なしに、前条の規定による命令に従わず、ま

たは答弁もしくは診断書の提出を拒んだときは、助成の全部または一部を行わないこ

とができる。 

 

（大東市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第２条 大東市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例（昭和５５年条例第１５号）の

一部を次のように改正する。 

  

第１条中「生活の安定と児童の健全な育成」を「、その健康の保持、生活の安定およ

び児童の健全な育成に寄与し、もってひとり親家庭の福祉の増進」に改める。 

第１条の２第２項中「（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあ

る者を含む。以下同じ。）」を削り、「あつた」を「あった」に改め、同項第１号中「婚

姻」の次に「（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含

む。）」を加え、同条第３項中「あつて」を「あって」に改める。 

第２条第１項中「有する者」の次に「であって、国民健康保険法（昭和３３年法律第

１９２号）による被保険者または規則で定める社会保険に関する法律（以下「社会保険

各法」という。）もしくは高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）

による被保険者（日雇特例被保険者を含む。以下同じ。）、組合員、加入者もしくは被扶

養者」を加え、同条第２項第４号中「および」を「または」に、「または」を「もしく

は」に改め、同号を同項第５号とし、同項第３号中「大東市身体障害者および知的障害

者の医療費の助成に関する条例（昭和４８年条例第４４号）」を「大東市重度障害者の医

療費の助成に関する条例（昭和４８年条例第４４号）または大東市子どもの医療費の助

成に関する条例（平成５年条例第１５号）」に、「医療費の助成を受けることができる者」

を「医療証の交付を受けている者」に改め、同号を同項第４号とし、同項第２号中「大

東市老人医療費の助成に関する条例」を「廃止前の大東市老人医療費の助成に関する条

例」に、「医療費の助成を受けることができる者」を「医療証の交付を受けている者」

に改め、同号を同項第３号とし、同項第１号の次に次の１号を加える。 

(2) 前号に掲げるもののほか、国が実施する医療費公費負担制度に基づき、国民健康

保険法、社会保険各法または高齢者の医療の確保に関する法律の規定により、対象

者、国民健康保険法による世帯主もしくは組合員（世帯主もしくは組合員であった



- 26 - 
 

者を含む。）または社会保険各法もしくは高齢者の医療の確保に関する法律による

被保険者、組合員もしくは加入者（被保険者、組合員もしくは加入者であった者を

含む。）（以下これらを「対象者等」という。）が負担すべき額について全額公費負担

を受けることができる者 

第２条の２の見出しを「（所得制限）」に改め、同条第１項第１号中「１月から」を

「各年の１月から」に、「あつては前々年所得」を「あっては前々年の所得」に改め、

同条第２項中「損害を受けた者がある場合における所得に関しては、規則の定めるとこ

ろによる」を「、自己または所得税法（昭和４０年法律第３３号）に規定する控除対象

配偶者もしくは扶養親族の所有に係る住宅、家財、主たる生業の維持に供する田畑、宅

地、家屋または機械・器具その他事業の用に供する固定資産（鉱業権、漁業権その他の

無形減価償却資産を除く。）につき被害金額（保険金、損害賠償金等により補充された金

額を除く。）がその価格のおおむね２分の１以上である損害を受けた者（以下「被災者」

という。）がある場合においては、その損害を受けた月から翌年の１０月３１日までは、

その損害を受けた年の前年の所得における当該被災者の所得に関しては、同項の規定は

適用しない」に改め、同条第４項中「第１項に」を「同項に」に、「規則で」を「、規則

で」に改める。 

第３条の見出しを「（助成の範囲）」に改め、同条中「規則で定める社会保険に関する

法律（以下「社会保険各法」という。）または国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２

号）」を「国民健康保険法、社会保険各法または高齢者の医療の確保に関する法律」に、

「特別療養費（指定訪問看護事業者から指定訪問看護を受けたときを除く。）および家

族療養費」を「訪問看護療養費、特別療養費、家族療養費または家族訪問看護療養費、

大東市子どもの医療費の助成に関する条例第２条第１号に該当する対象年齢の子どもの

食事療養（以下「子どもの食事療養」という。）」に、「食事の提供たる療養」を「食事

療養（子どもの食事療養を除く。）もしくは生活療養に係る給付または精神病床への入院」

に、「対象者、国民健康保険法による世帯主もしくは組合員（世帯主もしくは組合員であ

つた者を含む。）または社会保険各法による被保険者（日雇特例被保険者を含む。以下

同じ。）、組合員もしくは加入者（被保険者、組合員もしくは加入者であつた者を含む。）」

を「対象者等」に改め、「ひとり親家庭医療費として」を削り、同条第２項中「助成し

ない」を「助成を行わない」に改め、同項第１号中「負傷について、」の次に「他の法

令の規定により」を加え、「療養に関する給付が行われるときはその額」を「医療に関
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する給付を受けることができるとき。」に改め、同項第２号中「医療費」を「対象者の

支払った一部負担金」に、「もつて」を「もって」に、「ときはその額」を「とき。」

に改め、同項に次の２号を加える。 

(3) 対象者が、助成を受けて取得した薬剤等を助成の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸し付け、または担保に供したとき。 

(4) その他市長が不適当と認める事由が生じたとき。 

  第３条に次の１項を加える。 

３ 医療費の助成は、助成額に相当する金額を市長が第１項の規定による助成を取り扱

う健康保険法（大正１１年法律第７０号）第６３条第３項第１号に規定する保険医療

機関もしくは保険薬局または同法第８８条第１項に規定する指定訪問看護事業者（以

下「医療機関」という。）に支払うことによって行う。ただし、次条の申請のあった日

から医療証の交付のあった日の前日までの間に療養を受けたとき、療養費、特別療養

費または市長が特別の理由があると認めるときは、対象者に支払うことにより医療費

の助成を行うことができる。 

第４条の見出しを「（医療証の申請）」に改め、同条に次の１項を加える。 

 ２ 市長は､前項の申請があったときは、その資格を審査し、医療費の助成を受けること

ができる者であることを確認したときは、規則で定める医療証を交付するものとする｡  

  第５条を次のように改める。 

（助成の適用） 

第５条 第３条の規定による医療費の助成は、前条第１項の規定による申請があった日

から開始する。ただし、その助成の適用は、当該月の初日を限度に、配偶者と離別し

た日もしくは死別した日または扶養義務者と生計を同じくしなくなった日に遡及する

ことができる。 

２ 申請者が災害その他やむを得ない理由により前条第１項の規定による申請をするこ

とができなかった場合において、その理由がやんだ後１５日以内にその申請をしたと

きは、医療費の助成は、第１項の規定にかかわらずその理由により、申請をすること

ができなかった日から開始する。 

第６条を削る。 

第７条中「受けた」を「受けている」に、「が、市長と契約を締結した病院、診療所ま

たは薬局（以下「契約医療機関」という。）において診療を受けようとするときは」を「は、
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大阪府内に所在地を有する医療機関において、第３条第１項の規定の適用を受けようと

するときは、当該医療機関に」に改め、同条を第６条とする。 

  第８条を削る。 

  第９条中「対象者」を「受給者」に改め、「、その価格の限度において」を削り、「す

でに」を「既に」に改め、同条を第７条とし、同条の次に次の２条を加える。 

（譲渡等の禁止） 

第８条 この条例による助成を受ける権利は、譲渡または担保に供することはできない。 

２ 医療証は、譲渡し、または貸与してはならない。 

（不正利得の返還等） 

第９条 市長は、偽りその他の不正の手段により医療費の助成を受けた者または前条の

規定に違反した者があるときは、その者に対し、その助成を受けた額に相当する金額

の全部または一部の返還または支払を請求することができる。 

  第１０条第１項中「あつた」を「あった」に、「速やかにその旨を」を「規則で定め

るところにより」に改め、同条第２項中「届出義務者は」を「届出義務者が」に改め、

「速やかに」を削る。 

  第１３条中「ついて」を「関し」に改め、同条を第１４条とする。 

  第１１条および第１２条を削り、第１０条の次に次の３条を加える。 

（事実の調査） 

第１１条 市長は、資格の審査のため必要があるときは、この条例の適用を受けようと

する者に対し、出頭を求め、質問をし、または文書の提示もしくは必要な事項の報告

を求めることができる。 

（報告等） 

 第１２条 市長は、助成にあたり必要があると認めるときは、受給者に対し、必要な事

項の報告、文書その他の物件の提出もしくは提示を命じ、またはこれらの事項に関し

受給者その他の関係者に質問し、もしくは診断書の提出を求めることができる。 

  （助成の制限） 

 第１３条 市長は、受給者が、正当な理由なしに、前条の規定による命令に従わず、ま

たは答弁もしくは診断書の提出を拒んだときは、助成の全部または一部を行わないこ

とができる。 
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（大東市子どもの医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第３条 大東市子どもの医療費の助成に関する条例（平成５年条例第１５号）の一部を次

のように改正する。 

  

第２条第３号中「（指定訪問看護事業者から指定訪問看護を受けたときを除く。）」を「、

訪問看護療養費、家族訪問看護療養費」に改める。 

第３条第３項第１号中「大東市身体障害者および知的障害者の医療費の助成に関する

条例」を「大東市重度障害者の医療費の助成に関する条例」に、「医療費の助成を受ける

ことができる」を「医療証の交付を受けている」に改め、同項第２号中「医療費の助成

を受けることができる」を「医療証の交付を受けている」に改める。 

第４条第１号中「（指定訪問看護事業者から指定訪問看護を受けたときを除く。）」を「、

訪問看護療養費、家族訪問看護療養費」に改め、「支給を受けたとき」の次に「（生活療

養に係る給付または精神病床への入院に係る給付を除く。）」を加える。 

  第６条の見出し中「助成」を「医療証」に改める。 

  第８条中「受けた」を「受けている」に、「契約医療機関において診療」を「大阪府内

に住所を有する医療機関において第４条の規定の適用」に改め、「受けようとするとき

は、」の次に「当該医療機関に」を加える。 

第９条を次のように改める。 

（損害賠償との調整） 

第９条 市長は、対象者が疾病または負傷に関し、損害賠償を受けたときは、その限度

において、助成額の全部もしくは一部を助成せず、または既に助成した額に相当する

金額を返還させることができる。 

  第１０条を削る。 

第１１条に次の１項を加える。 

２ 医療証は、譲渡し、または貸与してはならない。 

第１３条を第１５条とする。 

第１１条を第１０条とし、第１２条を第１１条とし、同条の次に次の３条を加える。 

  （届出の義務） 

 第１２条 対象者の保護者は、対象者が住所、氏名その他規則で定める事項に変更があ

ったときは、規則で定めるところにより、市長に届け出なければならない。 
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 ２ 対象者が死亡したときは、戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）の規定による死亡

の届出義務者が、規則で定めるところにより、その旨を市長に届け出なければならな

い。 

  （事実の調査） 

 第１３条 市長は、資格の審査のため必要があるときは、この条例の適用を受けようと

する対象者の保護者に対し、出頭を求め、質問をし、または文書の提示もしくは必要

な事項の報告を求めることができる。 

 （報告等） 

第１４条 市長は、助成にあたり必要があると認めるときは、対象者の保護者に対し、

必要な事項の報告、文書その他の物件の提出もしくは提示を命じ、またはこれらの事

項に関し対象者の保護者その他の関係者に質問し、もしくは診断書の提出を求めるこ

とができる。 

  

（大東市老人医療費の助成に関する条例の廃止） 

第４条 大東市老人医療費の助成に関する条例（昭和４６年条例第３５号）は、廃止する。 

 

付 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

（大東市身体障害者および知的障害者の医療費の助成に関する条例の一部改正に伴う経

過措置） 

第２条 改正後の大東市重度障害者の医療費の助成に関する条例については、この条例の

施行の日以後に行われた医療に係る医療費について適用し、同日前に行われた医療に係

る医療費については、なお従前の例による。 

第３条 改正後の大東市重度障害者の医療費の助成に関する条例第２条第３項に規定する

対象者については、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５

条第１１項に規定する障害者支援施設または児童福祉法第７条第１項に規定する児童福

祉施設（障害児入所施設に限る。）への入所をしたことにより、当該施設の所在する場

所に住所を変更したと認められる対象者であって、当該施設に入所をした際他の市町村

（当該施設が所在する市町村以外の市町村をいう。）の区域内に住所を有していたと認
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める市町村の対象者について適用し、同条第１１項に規定する障害者支援施設または児

童福祉法第７条第１項に規定する児童福祉施設（障害児入所施設に限る。）への入所を

したことにより、当該施設の所在する場所に住所を変更したと認められる対象者であっ

て、当該施設に入所をした際他の市町村（当該施設が所在する市町村以外の市町村をい

う。）の区域内に住所を有していたと認めない市町村の対象者については、なお従前の

例による。 

第４条 改正後の大東市重度障害者の医療費の助成に関する条例第３条第１項に規定す

る精神病床への入院に係る給付については、この条例の施行の日以後に新たに対象とな

る対象者について適用し、同日前に係る対象者については、平成３３年３月３１日まで

は、なお従前の例による。 

第５条 改正後の大東市重度障害者の医療費の助成に関する条例第４条、第８条、第１１

条および第１２条の規定による必要な手続その他の行為は、この条例の施行の日前にお

いても、改正後の同条の規定の例により行うことができる。 

（大東市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第６条 改正後の大東市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例については、この条例

の施行の日以後に行われた医療に係る医療費について適用し、同日前に行われた医療に

係る医療費については、なお従前の例による。 

第７条 改正後の大東市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例第３条第１項に規定す

る精神病床への入院に係る給付については、この条例の施行の日以後に新たに対象とな

る対象者について適用し、同日前に係る対象者については、平成３３年３月３１日まで

は、なお従前の例による。 

第８条 改正後の大東市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例第４条および第１０条

から第１２条までの規定による必要な手続その他の行為は、この条例の施行の日前にお

いても、改正後の同条の規定の例により行うことができる。 

 （大東市子どもの医療費の助成に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

第９条 改正後の大東市子どもの医療費の助成に関する条例については、この条例の施行

の日以後に行われた医療に係る医療費について適用し、同日前に行われた医療に係る医

療費については、なお従前の例による。 

第１０条 改正後の大東市子どもの医療費の助成に関する条例第４条第１号に規定する精

神病床への入院に係る給付については、この条例の施行の日以後に新たに対象となる対
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象者について適用し、同日前に係る対象者については、平成３３年３月３１日までは、

なお従前の例による。 

第１１条 改正後の大東市子どもの医療費の助成に関する条例第６条および第１２条から

第１４条までの規定による必要な手続その他の行為は、この条例の施行の日前において

も、改正後の同条の規定の例により行うことができる。 

（大東市老人医療費の助成に関する条例の廃止に伴う経過措置） 

第１２条 この条例の施行の日以後に行われた廃止前の大東市老人医療費の助成に関する

条例（以下「旧条例」という。）第２条に規定する対象者が、この条例の施行の日前に行

われた療養に要する費用に係る助成については、なお従前の例による。 

第１３条 この条例の施行の日前における旧条例第２条に規定する対象者（この条例の施

行の日以後、大阪府内の市町村から大東市に住所を変更した者を含む。）が、平成３０

年４月１日から平成３３年３月３１日までに受けた療養に要する費用に係る助成につい

ては、改正後の大東市重度障害者の医療費の助成に関する条例の規定を準用する。 

第１４条 この条例の施行の日前における旧条例第２条に規定する対象者（この条例の施

行の日以後、大阪府内の市町村から大東市に住所を変更した者を含む。）が、平成３３

年３月３１日までに受けた精神病床への入院に要する費用に係る旧条例第３条に規定

する助成の範囲については、前条の規定に関わらず、なお従前の例による。 

第１５条 この条例の施行の日前における旧条例第２条に規定する対象者が、この条例の

施行の日以後、大東市重度障害者の医療費の助成に関する条例または大東市ひとり親家

庭の医療費の助成に関する条例（昭和５５年条例第１５号）により医療証の交付を受け

たときは、前２条の規定に関わらず、助成の対象としない。 
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議案第７０号 

   

大東市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する 

法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例について 

 

大東市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

平成２９年９月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

福祉医療費の助成に係る事務に関して、行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）に基づく個人番号を利用すること

等に伴い、所要の改正を行うため。
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   大東市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する 

法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第     号   

 

第１条 大東市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用に関する条例（平成２７年条例第３２号）の一部を次のように

改正する。 

 

 別表第１市長の部中(5)の項を(8)の項とし、(1)の項から(4)の項までを３項ずつ繰り

下げ、同部に(1)の項から(3)の項までとして次の３項を加える。 

(1) 大東市身体障害者および知的障害者の医療費の助成に関する条例（昭和

４８年条例第４４号）による身体障害者および知的障害者に対する医療費

の助成に関する事務であって規則で定めるもの 

(2) 大東市ひとり親家庭の医療費の助成に関する条例（昭和５５年条例第 

１５号）によるひとり親家庭に対する医療費の助成に関する事務であって

規則で定めるもの 

(3) 大東市子どもの医療費の助成に関する条例（平成５年条例第１５号）に

よる子どもに対する医療費の助成に関する事務であって規則で定めるも

の 

  別表第２市長の部中(13)の款を(15)の款とし、(7)の款から(12)の款までを２款ずつ繰

り下げ、(6)の款を削り、(5)の款を(8)の款とし、(4)の款を(7)の款とする。 

  別表第２市長の部(3)の款(2)の項中「身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号)

による身体障害者手帳、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第

１２３号）による精神障害者保健福祉手帳または知的障害者福祉法（昭和３５年法律第

３７号）にいう知的障害者に関する情報（以下「障害者関係情報」という。）」を「障害者

関係情報」に改め、同款を同部(6)の款とし、同部(2)の款の次に次の３款を加える。 

(3) 大東市身体障害者および知的障害

者の医療費の助成に関する条例によ

(1) 住民票関係情報であって規則

で定めるもの 
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る身体障害者および知的障害者に対

する医療費の助成に関する事務であ

って規則で定めるもの 

(2) 地方税関係情報であって規則

で定めるもの 

(3) 身体障害者福祉法（昭和２４年

法律第２８３号）による身体障害

者手帳、精神保健及び精神障害者

福祉に関する法律（昭和２５年法

律第１２３号）による精神障害者

保健福祉手帳または知的障害者

福祉法（昭和３５年法律第３７

号）にいう知的障害者に関する情

報（以下「障害者関係情報」とい

う。）であって規則で定めるもの 

(4) 大東市ひとり親家庭の医療費の助

成に関する条例によるひとり親家庭

に対する医療費の助成に関する事務

であって規則で定めるもの 

(1) 住民票関係情報であって規則

で定めるもの 

(2) 地方税関係情報であって規則

で定めるもの 

(3) 障害者関係情報であって規則

で定めるもの 

(5) 大東市子どもの医療費の助成に関

する条例による子どもに対する医療

費の助成に関する事務であって規則

で定めるもの 

(1) 住民票関係情報であって規則

で定めるもの 

(2) 地方税関係情報であって規則

で定めるもの 

 

第２条 大東市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

に基づく個人番号の利用に関する条例の一部を次のように改正する。 

 

  別表第１市長の部(1)の項中「大東市身体障害者および知的障害者の医療費の助成に関

する条例」を「大東市重度障害者の医療費の助成に関する条例」に、「身体障害者および

知的障害者」を「重度障害者」に改める。 

  別表第２市長の部(3)の款中「大東市身体障害者および知的障害者の医療費の助成に関
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する条例」を「大東市重度障害者の医療費の助成に関する条例」に、「身体障害者および

知的障害者」を「重度障害者」に改める。 

 

   付 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、平成３０年４月１日か

ら施行する。 
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議案第７１号 

 

   大東市都市公園条例の一部を改正する条例について 

 

 大東市都市公園条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

   平成２９年９月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理      由 

 

 都市公園における夜間照明設備の使用料を規定することに伴い、所要の改正を行うため。
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大東市都市公園条例の一部を改正する条例（案） 

 

平成  年  月  日   

条 例 第     号   

 

 大東市都市公園条例（昭和４１年条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

 

 第９条の見出し中「制限」を「許可」に改め、同条第１項に次の１号を加える。 

 (5) 夜間照明設備を有する都市公園において、夜間照明設備を使用すること。 

 第２４条第１項中「都市公園の使用」を「使用」に改める。 

第３１条を第３２条とし、第２５条から第３０条までを１条ずつ繰り下げ、第２４条の

次に次の１条を加える。 

（使用料の返還） 

第２５条 既納の使用料は、返還しないものとする。ただし、規則に定めるところにより、

市長が特別な事由に該当すると認めるときは、その全部または一部を返還することがで

きる。 

別表に次のように加える。 

夜間照明設備を使用すること １場所 ３０分 ５００  

別表備考を次のように改める。 

備考 

１ 単位の計算については、３０分を単位とするものにあっては３０分に満たない端

数は３０分、１時間を単位とするものにあっては１時間に満たない端数は１時間、

日を単位とするものにあっては１日に満たない端数は１日、月を単位とするものに

あっては１月に満たない端数は１月、年を単位とするものにあっては１年に満たな

い端数は１年、１平方メートルを単位とするものにあっては１平方メートルに満た

ない端数は１平方メートル、１メートルを単位とするものにあっては１メートルに

満たない端数は１メートルとする。 

２ 使用料の額が１件５０円未満であるときまたは使用料の額に５０円未満の端数が

あるときは、５０円として計算するものとする。 
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付 則 

この条例は、平成２９年１１月１日から施行する。 
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議案第７２号 

 

大東市立青少年野外活動センター条例の一部を改正する条例について 

 

大東市立青少年野外活動センター条例の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

平成２９年９月１日提出 

 

大東市長  東 坂  浩 一     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理     由 

 

大東市立青少年野外活動センターについて、青少年だけでなく幅広い年齢層の市民に対

し、野外活動の体験および自然教育等の場を提供すること等に伴い、所要の改正を行うた

め。  
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大東市立青少年野外活動センター条例の一部を改正する条例（案） 

 

平成  年  月  日 

条 例 第     号 

 

大東市立青少年野外活動センター条例（昭和６０年条例第５号）の一部を次のように改

正する。 

 

題名を次のように改める。 

大東市立野外活動センター条例 

第１条を次のように改める。 

 （設置目的）  

第１条 野外活動および集団生活を通じて青少年の健全な育成を図るとともに、自然教育

等により、市民の心身の健全な発達と豊かで潤いのある市民生活の形成に寄与するため、

大東市立野外活動センター（以下「センター」という。）を設置する。 

第２条第１号を次のように改める。 

(1) 名称 大東市立野外活動センター 

第３条第１号中「青少年の」を削り、同条第２号を次のように改める。 

(2) 共同宿泊体験およびレクリエーションに関すること。 

第３条第３号中「研修」を「育成および研修」に改め、同条第４号中「前３号」を「前

各号」に、「目的」を「設置目的」に改め、同号を同条第５号とし、同条第３号の次に次の

１号を加える。 

(4) 自然教育等の普及、実施、指導および研究に関すること。 

第４条第１項および第２項を次のように改める。 

 センターの使用時間は、次のとおりとする。 

区 分 使用時間 

宿 泊 午後４時から翌日の午前１０時まで 

日帰り 
 午前９時から午後５時まで（施設または付属設備の使用は、午前 

１０時から午後４時まで） 
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駐車場 
午前８時４５分から午後５時４５分（宿泊者がいる場合は午後９ 

時）まで 

２ センターの休館日は、次のとおりとする。ただし、本館（管理棟の宿泊室および食堂）

の使用は、夏季期間（７月１５日から８月３１日までにおいて別に定める期間をいう。

以下同じ。）のみとする。 

(1) １２月２９日から翌年１月３日まで 

(2) 月曜日（宿泊予約のある場合および夏季期間を除く。） 

(3) 暴風警報もしくは大雨警報の発令時または積雪、道路凍結その他荒天等により来館

者が見込めないとき。 

第５条中「３日」を「５日」に改める。 

第１７条から第１９条までを削る。 

第１６条第２項中「委員会」を「指定管理者」に改め、同条第３項中「市長」を「委員

会または指定管理者」に改め、同条を第１９条とする。 

第１５条中「第８条」を「第１１条」に改め、同条を第１８条とする。 

第１４条を第１７条とする。 

第１３条の見出し中「使用料」を「利用料金」に改め、同条中「使用料」を「利用料金」

に、「委員会」を「指定管理者」に改め、同条を第１６条とする。 

第１２条の見出し中「使用料」を「利用料金」に改め、同条中「委員会」を「指定管理

者」に、「使用料」を「規則の定めるところにより利用料金」に改め、同条を第１５条とす

る。 

第１１条を削る。 

第１０条の見出し中「入館」を「入場」に改め、同条中「委員会」を「指定管理者」に、

「入館」を「入場」に、「退館」を「退場」に、「支障があると」を「支障あると」に改め、

同条を第１３条とし、同条の次に次の１条を加える。 

（利用料金） 

第１４条 使用者は、別表に定める利用料金（付属設備等については、規則で定める利用

料金）を納付しなければならない。 

２ 前項に規定する利用料金を納付する場合において、使用者が次の各号に掲げる場合に

該当するときは、別表に定める利用料金（冷暖房使用に係る利用料金を除く。この項に

おいて同じ。）に当該各号に定める割合を乗じて得た額を加算する。 
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(1) 本市内に在住、在勤または在学しない者（団体の場合は、当該団体の主な所在地ま

たは活動地が本市内にないもの）が使用する場合 １０割 

(2) 営利、営業その他これらに類する目的で使用する場合 １０割 

第９条の見出しを「（順守事項）」に改め、同条中「入館者」を「入場者」に、「遵守」を

「順守」に改め、同条を第１２条とする。 

第８条第１項各号列記以外の部分中「委員会」を「指定管理者」に、「命ずる」を「命じ

る」に改め、同項第４号中「前３号」を「前各号」に、「委員会」を「指定管理者」に改め、

同号を同項第５号とし、同項中第１号から第３号までを１号ずつ繰り下げ、同項に第１号

として次の１号を加える。 

(1) 第９条第２項の条件に違反したとき。 

第８条第２項中「第６条第１項」を「第９条第１項」に、「生ずる」を「生じる」に、「責」

を「責め」に改め、同条を第１１条とする。 

第７条の見出しを「（使用の制限）」に改め、同条中「委員会」を「指定管理者」に改め、

同条第２号を次のように改める。 

(2) 青少年の健全育成に悪影響を及ぼすおそれがあると認めるとき。 

第７条中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号の次

に次の１号を加える。 

(3) 特定の政党の利害に関する活動または特定の宗教を支援する活動であると認めると

き。 

第７条を第１０条とする。 

第６条第１項中「委員会」を「指定管理者」に改め、同条第２項中「委員会」を「指定

管理者」に、「条件」を「管理上必要な条件」に改め、同条を第９条とする。 

第５条の次に次の３条を加える。 

（指定管理者による管理） 

第６条 委員会は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定

する指定管理者（以下「指定管理者」という。）にセンターの管理を行わせるものとする。 

（指定管理者が行うことができる業務の範囲） 

第７条 前条の規定により指定管理者が行う業務は、次に掲げる業務とする。 

(1) 第３条に規定する事業に関する業務 

(2) センターの施設および設備の維持管理に関する業務 
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(3) センターの使用の許可その他運営に関する業務 

(4) 利用料金の収受に関する業務 

(5) 前各号に掲げるもののほか、委員会が必要と認める業務 

２ 前項第４号に規定する利用料金は、別表に規定する利用料金を上限として指定管理者

があらかじめ市長の承認を得て定めるものとし、当該指定管理者の収入として収受させ

るものとする。 

３ 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他委員会の定めるところ

に従いセンターの管理を行わなければならない。 

（指定管理者の指定手続等） 

第８条 指定管理者の指定手続等については、大東市公の施設に係る指定管理者の指定手

続等に関する条例（平成１７年条例第１号）の規定により行うものとする。 

別表を次のように改める。 

別表（第１４条関係） 

使用区分 単位 使用者区分 
利用料金

（円） 

本館 

宿泊 １人１泊 
一般 ３００ 

中学生以下 ２００ 

日帰り １人１日 
一般 ２００ 

中学生以下 １００ 

テント １人１泊 
一般 ２００ 

中学生以下 １００ 

冷暖房使用 
集会室 １団体１時間当たり  ２５０ 

上記以外本館各室 １部屋１時間当たり  １００ 

全館占用使用 １日  １０,０００ 

プロジェクトアドベンチャー

（５人から１５人まで） 
３時間  １０,０００ 

駐車場（センターのうち駐車場

のみを使用する者が使用する場

合に限る。） 

１時間を超える３０

分ごと 

１００

（１日（午前０時から午後１２

時まで）当たり１，０００円

を限度とする。）  

使用時間以外の場合

は１時間ごと 

備考 プロジェクトアドベンチャーの使用は、昼間で使用環境の良い場合に限ること

とし、使用に当たっては指導員を配置する。 

 

付 則 
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（施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の大東市立野外活動センター条例の規定は、平成３０年４月１日以後に使用す

る場合について適用し、同日前に使用する場合については、なお従前の例による。 

 

 


